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令和６年度就職支援訓練業務委託基本仕様書（各分野共通） 

 
１ 委託業務名 

就職支援訓練業務委託 

２ 業務の概要 

職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）第１５条の７第３項に基づき、求職者

を対象とした公共職業訓練を、埼玉県立職業能力開発センター（以下「センター」とい

う。）が、民間教育訓練機関等に委託して実施する。 

委託先事業者（以下「委託先」という。）は、訓練（学科・実技）のほか就職支援、雇

用保険等の給付に関する事務、各種手続の取次ぎ等、この基本仕様書に定める業務全般

を行う。 

３ 公共職業訓練の目的 

求職者が就職に必要な知識と技能を習得し、訓練修了後に就職できることを目的とする。 

４ 公共職業訓練の対象者 

公共職業安定所に求職申込を行い、公共職業安定所長の受講指示、受講推薦又は支援

指示を受けた者とする。 

ただし、定住外国人向け介護初任者分野及び大型自動車分野については、分野別仕様

書の定めのとおりとする。 

また、短時間訓練（育児・介護者限定講座）については、上記に加えて、次のいずれ

かに該当するものとする。 

(1) 乳児、幼児又は小学校（義務教育学校の前期課程を含む。）に就学している子を養

育する者 

(2) 家族（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律(平

成 3年法律第 76 号）第２条第５号に規定する家族をいう。）を介護する者 

５ 委託する業務 

以下の委託する業務の内容等は各分野仕様書等によるほか、就職率７５％以上を目指

すものとして設定すること。 

(1) 訓練 

ア 学科訓練及び実技訓練 

 (ｱ) 講座定員、訓練内容その他は、各分野別仕様書等のとおりとする。 

 (ｲ) 企業実習付訓練、ひとり親応援講座、就職氷河期世代応援講座、短時間訓練講

座及び介護分野限定の職場見学に係る内容等は、各追加仕様書等のとおりとする。 

イ 訓練生個々に対する能力習得状況の把握、習得度向上のための指導 

ウ 訓練実施全体状況の把握 

エ 入校式及び修了式 

(2) 就職支援 

ア 目的 

訓練の成果を生かし、訓練生の希望と能力に沿った就職を実現するために、求職

活動の方法、応募書類の書き方、求人情報の収集方法等の基本的知識を提供するほ

か、キャリアコンサルティングを実施する。 

イ 時間数 

１か月当たり、６時限以上実施する。 

なお、訓練の進捗時期に応じた効果的な時間設定を行う。 

ウ 支援内容 

次の事項を実施する。 

【資料４】
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 (ｱ)  マナー接遇 

 ビジネスマナーを身に付けるために、６時限以上実施する。 

 (ｲ)  キャリアコンサルティング 

 訓練生の就職希望を明確化し、就職先の選択を可能とさせるため、職業能力開 

発促進法第３０条の３に規定するキャリアコンサルタント、キャリアコンサルテ 

ィング技能士（１級又は２級）又は、職業能力開発促進法第２８条第１項に規定 

する職業訓練指導員免許を保有する者によるキャリアコンサルティングを以下 

のとおり実施する。 

 ａ 訓練生一人一人に対し、個別に実施する。 

 ｂ 個室又は間仕切りしたスペースとし、相談内容が第三者に聞かれることの 

  ないよう、訓練生のプライバシーに配慮する。 

 ｃ 訓練生１人に対し、訓練時間内に月１回以上行う。 

 ｄ ジョブ・カードを活用して行い、既にジョブ・カードを所有している訓練 

  生には、過去のキャリアコンサルティングの状況を踏まえて実施する。 

 ｅ ジョブ・カードを所有していない訓練生に対して、ジョブ・カードの作成 

  を支援する。 

  （参考例） 

   １回目（入校後、間もなく）：職務履歴や就職希望の聞き取りとジョブカード 

                             記入方法の指導や助言 

   ２回目（訓練半ば）：就職先選定の方向性や就職活動についての具体的な助言 

   ３回目（修了前）：訓練成果を踏まえた、具体的な就職先企業の選定や就職面 

                   接対策などの助言 

 (ｳ) 就職セミナー、企業説明会等 

関連業界の求人状況などに関するセミナーや、関連企業の協力を得た企業説

明会等を、可能な限り開催する。 

 (ｴ) 求人情報の提供 

 ａ 公共職業安定所等関係機関と連携し、個別の求人情報のほか、セミナー・ 

  企業説明会・合同面接会などの情報を、随時訓練生に提供する。 

 ｂ 求人情報などを常時掲示、閲覧できる場所を確保する。 

 ｃ 求人情報等を検索するため、インターネット接続環境を可能な限り提供する。 

 (ｵ) 職業紹介 

 ａ 職業紹介の許可を受けている場合は、必要に応じて積極的に職業紹介を実施する。 

 ｂ 職業紹介の許可を受けていない場合は、公共職業安定所や民間職業紹介事 

   業者と連携して、求職活動の支援を行うよう努める。 

 (ｶ) 就職支援の留意事項 

 ａ 訓練成果が生かされる就職先の斡旋、紹介に努める。 

 ｂ キャリアカウンセリングを通じ、就職意欲の向上に努める。 

 ｃ 未就職の訓練生に対しては、訓練修了３か月後まで求人情報の提供やキャリアコンサ 

    ルタント等による就職支援を引き続き行う。 

(3) 契約・支払事務 

ア 債権者の登録及び変更申請 

イ 見積書の提出 

ウ 契約の締結と契約保証金の納入 

エ 契約内容等に変更が生じた場合のセンターとの事前協議 

オ 変更契約の締結や契約解除 

カ 委託料計算報告書の作成（訓練生の月別出席率、企業実習付訓練の訓練導入講習

受講状況及び職場見学等実施報告書等を含む。） 
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キ 請求書の発行及び就職報奨金申請書の発行 

 (4) 関連事務 

 ア 出席簿、欠席・遅刻・早退届の管理と訓練生の指導 

  (ｱ)  各帳簿は毎日記載する。 

  (ｲ)  退校条件に留意し、出欠状況に注意を払い、中途退校の防止に努める。 

  (ｳ) 無断欠席がある場合は、本人等への連絡、現地確認等を行う。 

 イ 指導日誌等の記入 

  時限ごとの訓練内容及び出欠、補講状況を毎日記録する。 

 ウ 訓練内容等に変更が生じた場合のセンターとの事前協議 

 エ 委託訓練実施状況報告書等の作成及び提出 

 オ 委託業務完了報告書の作成 

 カ 訓練修了時、訓練修了１か月後及び３か月後の就職状況の把握及び報告 

 キ その他訓練実施に伴い必要となる事務 

  (5)  雇用保険事務 

     各公共職業安定所等に書類等を提出する雇用保険事務は、提出期日を厳守する。 

   ア 通所届の作成及び実習時の変更等に係る事務処理並びに訓練生の指導 

 イ 受講証明書の作成に係る事務処理並びに訓練生の指導 

 ウ その他、提出書類に係る事務処理 

  (6) 訓練手当事務 

    訓練手当は、支給日に留意し、事務処理を行う。 

    なお、業務内容は(5)の雇用保険事務に準じる。 

  (7) 職業訓練受講給付金支給申請書に係る事務 

   ア 支給申請書等の提出書類の受理 

   イ 求職者支援訓練等受講証明の作成 

   ウ 証明済みの職業訓練受講給付金申請書の交付 

   エ その他、必要な事務等 

 注）当該事務は、センターを経由せず、直接公共職業安定所と行う。 

  (8) 資格試験受験の支援 

    訓練生に対し、関連する資格試験の案内及び助言、受験に向けた学習指導等を行う。 

  (9) 各種手続の取次ぎ 

 ア 訓練生の中途退校に係る事務処理及びセンターへの取次ぎ 

 イ 訓練生の住所・氏名等の変更に係る事務処理及びセンターへの取次ぎ 

 ウ その他訓練実施に伴い必要となる各種手続の取次ぎ 

  (10)  訓練生募集の広報 

     センタ―が作成する募集案内（パンフレット）については、センターの指定する 

      方法によって必要なデータ等を提出すること。 

     また、委託先が独自に訓練生募集に係る広報を実施する場合は、以下により行う 

      こととし、必ず事前にセンターに広報案を提出し、確認を受ける。 

     なお、センターが校正をするものではないため、誤植は委託先において確認する。 

   ア 訓練実施地域の公共職業安定所と連携して、効果的な募集を実施する。 

   イ 広告、チラシ、ポスター、ホームページなどの各種媒体を活用し、多様な募集 

    広報を実施する。 

   ウ 関係会社などと連携して、受講希望者の掘り起こしに努める。 

  (11)  施設見学会 

  訓練生募集期間中に、訓練実施施設（以下「施設」という。）で見学会を実施する。 

  なお、見学会に代えて、随時に見学受入れで対応することも可能とする。 
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 (12)  選考試験 

  公共職業訓練が就職を目的とする訓練であることから、訓練の必要性及び効果等を 

   総合的に勘案し、訓練生としてふさわしいものを選考するために、全応募者に対して 

     選考試験を実施する。 

  選考試験の実施に係る主な業務は以下のとおりとし、詳細については、センターが 

 別に定める。 

   ア 日時・場所 

    (ｱ) 日時は、センターが指定する日時とする。 

    (ｲ) 場所は、原則として施設とする。 ただし、大型自動車分野で適性検査を実施 

       するなど、やむを得ない場合はこの限りでない。  

  イ 面接試験 

    全応募者に対して、同一の方法による個別面接を実施する（集団面接は不可）。 

   ウ 筆記試験 

    筆記試験は、訓練受講に必要な基礎的知識や日本語能力を確認するために必要な 

   場合、実施することができる。 

   エ 実技試験 

    実技試験は、ＩＴ系分野において、訓練受講に必要なパソコンの能力を確認する 

     ために必要な場合、実施することができる。 

   オ 適性検査 

     大型自動車分野について、大型一種免許の取得要件として定められている適性検 

        査を実施する。 

   カ 選考方法及び合否決定 

    (ｱ) 試験の結果は全て点数化し、合計得点により順位付けをした上で、委託先とし 

       ての選考（合否判定）を行い、必要な書類をセンターに提出する。 

    (ｲ) 委託先の選考結果・合否判定を基に、センターで最終的な合否を決定する。 

  キ 連絡調整事務等 

    試験日の翌日に、委託先がセンターに必要な書類を持参し、試験結果及び合否 

     判定等についてセンター担当者の了解を受ける。 

 (13)  入校説明会 

   ア 入校日前のセンターが指定する日に、施設で入校説明会を行う。 

   イ 入校説明会には委託先の担当者が出席し、受付・訓練概要等の説明やテキストの 

    購入方法の案内、職業訓練生総合保険の案内等を行う。 

（14） 危機管理等 

  天災その他事件・事故の発生時に、迅速に対応する。 

 ア 訓練生の急病や事故への対応 

 イ 災害発生時等対応マニュアル（避難誘導計画、帰宅困難時の対応策、センターと 

  の緊急連絡網、その他の危機管理対策等の内容が確認できるもの）を作成し、セン 

  ターへ提出 

 ウ 事故や災害等発生時の、訓練生の安全確保 

 エ 事故発生時等における、センターへの報告・連絡 

（15） その他訓練実施に伴い必要となる事務 

   ア 訓練生が長期欠席及び無断欠席をした場合のセンターへの報告・連絡 

   イ 訓練期間内に生じた問題等のセンターへの報告・連絡 

   ウ 修了時及び必要に応じて訓練生にアンケートを実施し、センターへ提出 

６ 訓練日程等 

  訓練日程は、別添「令和６年度埼玉県が実施する委託訓練実施日程（予定）」のとおり
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とし、訓練時間等は以下のとおりとする。ただし、これにより難い場合は、センターと

事前に協議する。 

    なお、自然災害等で訓練が中止になった場合は、可能な限り補講等を実施し、訓練生

のフォローに努めるものとする。 

  (1) 訓練時間 

 ア １時限当たりの時間数 

 １時限は５０分を標準とし、５０分以上６０分以下とする。ただし、介護分野及び 

  定住外国人向け分野の訓練においては、１時限は原則６０分とする。 

 イ １日の時間割 

     (ｱ) １日６時限とし、平日の概ね午前９時～午後５時の間で設定する。ただし、短 

     時間訓練（育児・介護者限定講座）については、平日の４時限とし、概ね午前９時 

          ～午後２時３０分の間で設定する。 

 また、大型自動車分野について自動車教習施設で訓練を行う場合は、土日の実 

   施も可能とし、教習時間が確保できない等特別の理由がある場合は、早朝や夜間 

   の教習も可能とする。この場合、通常の訓練時間と異なる旨、募集案内等で事前 

   に周知すること。 

     (ｲ) 連続した２時限等で訓練を行っても差し支えないが、時間管理を適切に行う。 

 (2) 入校日及び修了日 

  入校日及び修了日は、原則として、正午までに訓練を終了する。 

 ア 入校日の訓練時間は２時限とし、オリエンテーション等を実施する。 

 イ 修了日の訓練時間は２時限とし、ガイダンス等を実施する。 

７ 訓練を実施する施設・設備 

  (1) 施設は、原則として、埼玉県内で、訓練期間中は同一の場所とする。ただし、大型 

     自動車一種免許取得のために自動車教習施設で訓練を行う場合や、企業実習は、この 

     限りでない。 

 また、実技訓練時の使用機器等により、同一場所での訓練実施が困難な場合は、別 

   の場所を設定することができる。 

  その場合は、訓練生の通所に配慮した場所とし、該当する訓練は、一定の連続した 

 期間において実施する。 

  (2) 教室面積は、訓練生１人につき１．６５㎡以上とし、講師が訓練生の席まで移動し、 

 指導できるスペースを確保する。 

  (3) キャリアコンサルティング等で使用できる相談室を確保する。 

   相談室は、個室又は間仕切りしたスペースとし、室内の様子や音が室外から分からな 

   いよう留意する。 

  (4) 安全衛生、空調等、訓練環境が適切に維持できる施設とする。特に、感染症の予防 

   対策を適切に行う。 

  (5)  トイレは、男女別とし、所要数を確保する。清掃を徹底し、清潔を保つ。  

  (6)  訓練に必要な備品等は、仕様等が同じ物を全員が使用できるようにし、故障した場合 

      は、速やかに交換、修理等を行う。 

 (7) パソコンを使用する場合 

 ア 原則として、訓練生全員が同一機種、ＯＳ、ソフトを使用する。 

 イ ＯＳは、Ｗｉｎｄｏｗｓ１０以降とする。 

 ウ ソフトは、マイクロソフトオフィス２０１６以降とする。 

 エ 分野別で使用するソフト(会計や経理関係等）は、多くの企業で使用実績のある 

   ものとする。 
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８ 事務局体制 

  (1) 事務担当者を各施設に常駐させ、訓練実施状況の随時把握及び訓練関連事務を行う。 

     なお、同一施設で並行して複数の講座を開講している場合には、業務に支障のない   

     範囲で、事務担当者を兼務させることができる。 

  (2) 訓練期間中は、訓練の責任者と常時連絡が可能な体制をとる。 

  (3) 採択決定後から、訓練終了１００日後までは、センターと電話、郵便、メール等で 

     直接連絡が取れるようにする。 

９ 訓練実施体制 

  (1) 講師の資格 

 次のア～ウのいずれかに該当する者で、訓練を効果的に指導、運営できる専門知識、 

 能力、経験を有する者とする。 

 なお、講師を変更する場合は、必ずセンターと事前に協議する。 

 ア 職業訓練指導員免許を有する者 

 イ 職業能力開発促進法第３０条の２第２項に該当する者 

 ウ 担当する科目の訓練内容に関する実務経験を５年以上有する者 

  (2) 講師の人数等 

 危険の程度及び指導の難易に応じて必要な人数とし、学科については訓練生３０人 

 に１人以上、実技については訓練生１５人に１人以上（情報処理分野及びＷＥＢデザ 

 イン分野に係る技能等を付与する場合は２０人に１人以上）を配置する。 

１０ 就職支援実施体制 

  (1) 就職支援責任者の配置 

    訓練実施日数のうち５０％以上の日数は、当該訓練実施施設にて業務を行うこと。 

     ただし、実習型訓練期間中については、訓練実施施設に限らず、適切な就職支援が可能 

     な場所において業務を行うこと。 

  (2) 補助員の配置 

    ジョブ・カードの作成支援、キャリアコンサルティングの補助を行わせるため、補 

 助員を置くことができる。 

  (3)  就職支援責任者及び補助員の資格 

    就職支援責任者及び補助員のうち１人以上は、職業能力開発促進法第３０条の３に 

  規定するキャリアコンサルタント、キャリアコンサルティング技能士（１級又は２級）、 

  又は職業能力開発促進法第２８条第１項に規定する職業訓練指導員免許を保有する者 

   の資格を有する者とする。 

１１ 個人情報の保護 

  訓練生の個人情報の取扱いに当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年 

法律第 57 号）第６６条、第６７条、第１７６条及び第１８０条が適用されるので、業務 

に従事する者は、個人情報保護に係る誓約書を提出する。 

１２ 訓練生の自己負担額 

  (1) 教科書・教材等の訓練生の自己負担額は１５，０００円（税込）を上限とする。 

       なお、上限を超える負担が必要な場合には、センターと事前に協議する。 

  (2) 施設で作成した自作テキスト等市販されていないものについては、自己負担額に 

     は含めない。 

  (3) 受講予定者が訓練実施前に受講を辞退した場合、教科書・教材等代金は、辞退者 

     に負担させない。 

  (4) 訓練期間内に資格試験を受験する場合の費用は、事前に訓練生に周知した場合に 

     限り、別途自己負担とする。 
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  (5) 介護実習等に伴う訓練生の健康診断の費用等は、センターと事前に協議の上、別途 

     自己負担とする。 

  (6) 自己負担額の内容等は、委託先が入校説明会で詳細に説明する。 

１３ 開講の中止等 

     募集締切時の受講申込者数が最少開講可能人数を下回っている場合は、開講を中止する。 

      なお、最少開講可能人数は、原則として定員の２０％以上で講座運営が可能な人数

を、委託先が提案時に設定する。 

      また、開講を決定した後、開講日までに辞退等があり、受講者数が減少した場合でも、 

   訓練は必ず実施する。 

１４ その他 

  (1) 原則として、業務を再委託することはできない。ただし、センターの同意を得たも  

     のについては、この限りでない。 

  (2) 委託する業務について、センターから指示、指導を受けた場合は、速やかに従う。 

    委託する業務の細部の事務手続き等については、事務担当者説明会資料による。 

  (3) この仕様書に定められていない事項については、センターと協議の上、決定する。 
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令和６年度就職支援訓練業務委託分野別仕様書（介護初任者分野） 
 

１ 分野の概要 

将来にわたり多くの人材が必要な分野であり、県として政策的に人材育成に取り組ん

でいる。 

介護職員初任者研修の法定時間数を踏まえつつ、就職に役立つ訓練科目を付加した各

事業者の創意工夫のある提案とすること。 

２ 訓練 

  (1) 講座定員 

    訓練期間等に応じ、以下のとおりとする。 

訓練期間 定 員 

２か月 ２０人～３０人 

４か月(企業実習付訓練) １５人 

  (2) 訓練内容  

    ア 県が規定する法定時間数（別紙）以上の介護に関する科目 

     原則として、法定の必修科目を欠課した者については、介護職員初任者研修の規定  

         に基づいて、補講を行う。 

     イ 必要な職場見学、職場体験、職場実習（以下「職場見学等」という。）のいずれ 

       かを積極的に計画する。 

    職場見学等の実施に関する事項は、別途定める「職場見学等実施要領（介護分野 

     限定）」のとおりとする。 

    ウ 施設以外の場所で実習（「見学等実習」等）を実施する場合は、原則として、１日を 

       単位とし、訓練が修了する月に行う。 

     エ 就職に必要なデジタルリテラシーを実践により習得するため、別添の「ＤＸリテ 

    ラシー標準の項目の一覧」に該当する内容を含むカリキュラムを設定し、「デジタ 

       ルリテラシーを含むカリキュラムチェックシート」（別紙様式）を提出する。 

   オ その他必要な訓練科目を加えることができる。 

  (3) 介護職員初任者研修事業の指定 

     ア 訓練生募集案内作成時までに福祉事務所の指定を受ける。 

    イ 指定後、指定番号を速やかにセンターに報告する。 

        なお、訓練生募集開始の２か月前までに、管轄する福祉事務所に指定申請書を提 

         出しなければならないとされているので留意する。 

  (4) 本人確認 

    入校後、戸籍謄本や住民票等などの公的書類により、訓練生の本人確認を行う。 

  (5)  職場見学等の実習先 

    ア 職場見学等を行う場合、原則として、各訓練生の通所経路が訓練実施施設より近隣 

      （交通費が安価）になるように実習先を割り振る。 

    実習先は、実習の１か月前までに割り振り、センターに実習先一覧表を提出し、確認を 

   受ける。 

    イ 訓練生の就職希望に即して、実習先、施設種別を選定する。 

  

  

【資料５】
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埼玉県介護職員初任者研修事業指定要綱による研修規定時間（介護職員初任者研修） 

科目・カ

リキュラ

ム番号 
科目名 カリキュラム名 

規定時

間数１

【見学

等実習

なし】 

【見学等

実習あ

り】 
備考 

1 職務の理解   6 4   

2 
介護における尊厳の保

持・自立支援 
  9 9   

3 介護の基本   6 6   

4 
介護・福祉サービスの理

解と医療との連携 
  9 9   

5 
介護におけるコミュニケーション

技術 
  6 6   

6 老化の理解   6 6   

7 認知症の理解   6 6   

8 障害の理解   3 3   

9 

こころとか

らだのしく

みと生活

支援技術 

基本知識

の学習 

介護の基本的な考え方 2 2   

10 
介護に関するこころのしくみの基礎

的理解 5 5   

11 
介護に関するからだのしくみの基礎

的理解 5 5   

12 

生活支援

技術の講

義・演習

（この項目

は半分程

度、演習を

行うこと 

生活と家事 6 5   

13 快適な住居環境と介護 3 3   

14 
整容に関連したこころとからだのしく

みと自立に向けた介護 6 5   

15 
移動に関連したこころとからだのしく

みと自立に向けた介護 12 11   

16 
食事に関連したこころとからだのしく

みと自立に向けた介護 6 5   

17 
入浴、清潔保持に関連したこころと

からだのしくみと自立に向けた介護 6 5   

18 
排泄に関連したこころとからだのしく

みと自立に向けた介護 6 5   

19 
睡眠に関したこころとからだのしくみ

と自立に向けた介護 4.5 4.5   

20 
死にゆく人に関連したこころとからだ

のしくみと終末期介護 1.5 1.5   

21 
生活支援

技術演習 

介護過程の基礎理解 2 2   

22 総合生活支援技術演習 10 10   

23 振り返り     4 0   

24 
見学等実習 

特養等施設の見学等実習 0 6 介護施設での見学等の実習を行う場合は

こころとからだのしくみの生活技術の講

演・演習や、職務の理解、振り返りをここで

行う。 25 
訪問介護事業所やデイサービス等

での見学等実習 0 6 

26 修了評価     1 1   

  合計   131 131   
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令和６年度就職支援訓練業務委託分野別仕様書（介護実務者分野） 
 

１ 分野の概要 

将来にわたり多くの人材が必要な分野であり、県として政策的に人材育成に取り組ん

でいる。 

介護福祉士実務者研修の法定時間数を踏まえつつ、就職に役立つ訓練科目を付加した

各事業者の創意工夫のある提案とすること。 

２ 訓練 

  (1) 講座定員 

       訓練期間に応じ、以下のとおりとする。 

訓練期間 定 員 

６か月 ２０人～３０人 

  (2) 訓練内容  

    ア 国が規定する法定時間数（別紙）以上の介護に関する科目 

      原則として、法定の必修科目を欠課した者については、介護福祉士実務者研修の 

       規定に基づいて、補講を行う。 

    イ 必要な職場見学、職場体験、職場実習（以下「職場見学等」という。）のいずれか 

     を積極的に計画する。 

    職場見学等の実施に関する事項は、別途定める「職場見学等実施要領（介護分野 

     限定）」のとおりとする。 

     ウ 就職に必要なデジタルリテラシーを実践により習得するため、別添の「ＤＸリテ 

       ラシー標準の項目の一覧」に該当する内容を含むカリキュラムを設定し、「デジタ 

       ルリテラシーを含むカリキュラムチェックシート」（別紙様式）を提出する。 

   エ その他必要な訓練科目を加えることができる。 

  (3) 介護福祉士実務者養成施設の指定 

     ア 訓練生募集案内作成時までに県、又は管轄の厚生局の指定を受ける。 

    イ 指定後、指定番号を速やかにセンターに報告する。 

  (4) 本人確認 

    入校後、戸籍謄本や住民票等などの公的書類により、訓練生の本人確認を行う。 

  (5) 職場見学等の実習先 

    ア 職場見学等を行う場合、原則として、各訓練生の通所経路が訓練実施施設より近隣 

      （交通費が安価）になるように実習先を割り振る。 

    実習先は、実習の１か月前までに割り振り、センターに実習先一覧表を提出し、確認を 

      受ける。 

    イ 訓練生の就職希望に即して、実習先、施設種別を選定する。 
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社会福祉士及び介護福祉士法による研修規定時間
（介護福祉士実務者研修）

科目

人間の尊厳と自立 5

社会の理解Ⅰ 5

社会の理解Ⅱ 30

介護の基本Ⅰ 10

介護の基本Ⅱ 20

コミュニケーション技術 20

生活支援技術Ⅰ 20

生活支援技術Ⅱ 30

介護過程Ⅰ 20

介護過程Ⅱ 25

介護過程Ⅲ（スクーリング） 45

発達と老化の理解Ⅰ 10

発達と老化の理解Ⅱ 20

認知症の理解Ⅰ 10

認知症の理解Ⅱ 20

障害の理解Ⅰ 10

障害の理解Ⅱ 20

こころとからだのしくみⅠ 20

こころとからだのしくみⅡ 60

医療的ケア 50

合計 450

別紙

規定時間
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令和６年度就職支援訓練業務委託分野別仕様書（簿記会計分野） 

 
１ 分野の概要 

幅広い求職者を対象として、就職するために必要な事務処理能力を身に付けさせるこ

とが重要な分野である。 

年齢・職歴等多岐にわたる受講生に対応し、就職に役立つ訓練科目を付加した各事業

者の創意工夫のある提案とすること。 

２ 訓練 

 (1) 講座定員 

    訓練期間等に応じ、以下のとおりとする。 

訓練期間 定 員 

３か月・４か月 ２０人～３０人 

４か月(企業実習付訓練) １５人 

 (2) 訓練内容 

   ア 簿記科目及び検定対策科目（日商簿記検定２級相当） 

   イ 会計ソフト操作実習 

   ウ 就業体験の少ない訓練生に対する支援科目 

   (ｱ) 社会人マナー 

   (ｲ) 社会人講話など 

   エ 必要な職場見学、職場実習、会社説明会などを行う。 

     オ 就職に必要なデジタルリテラシーを実践により習得するため、別添の「ＤＸリテ 

       ラシー標準の項目の一覧」に該当する内容を含むカリキュラムを設定し、「デジタ 

       ルリテラシーを含むカリキュラムチェックシート」（別紙様式）を提出する。 

   カ その他必要な訓練科目を加えることができる。 

(3) 選考での留意事項 

   ア 受講の動機などを把握し、講座終了後直ちに就職できる状況にある者を優先する。 

   イ 就職意欲に欠け、私用欠席が見込まれる者や、単に資格取得のみを目的とする者 

     を選考しないよう考慮すること。 
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令和６年度就職支援訓練業務委託分野別仕様書（医療事務分野） 

 
１ 分野の概要 

幅広い求職者を対象として、就職するために必要な事務処理能力を身に付けさせるこ

とが重要な分野である。 

年齢・職歴等多岐にわたる受講生に対応し、就職に役立つ訓練科目を付加した各事業

者の創意工夫のある提案とすること。 

２ 訓練 

 (1) 講座定員 

    訓練期間等に応じ、以下のとおりとする。 

訓練期間 定 員 

３か月 ２０人～３０人 

４か月(企業実習付訓練) １５人 

 (2) 訓練内容 

   ア 医療事務科目  １４０時限以上 

   イ 就業体験の少ない訓練生に対する支援科目 

   (ｱ) 社会人マナー 

   (ｲ) 社会人講話など 

   ウ 必要な職場見学、職場実習、会社説明会などを行う。 

   エ 就職に必要なデジタルリテラシーを実践により習得するため、別添の「ＤＸリテ 

       ラシー標準の項目の一覧」に該当する内容を含むカリキュラムを設定し、「デジタ 

       ルリテラシーを含むカリキュラムチェックシート」（別紙様式）を提出する。 

   オ その他必要な訓練科目を加えることができる。 

 (3) 選考での留意事項 

   ア 受講の動機などを把握し、講座終了後直ちに就職できる状況にある者を優先する。 

   イ 就職意欲に欠け、私用欠席が見込まれる者や、単に資格取得のみを目的とする者 

     を選考しないよう考慮すること。 
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令和６年度就職支援訓練業務委託分野別仕様書（一般事務分野） 

 
１ 分野の概要 

幅広い求職者を対象として、就職するために必要な事務処理能力を身に付けさせるこ

とが重要な分野である。 

年齢・職歴等多岐にわたる受講生に対応し、就職に役立つ訓練科目を付加した各事業

者の創意工夫のある提案とすること。 

２ 訓練 

 (1) 講座定員 

    訓練期間等に応じ以下のとおりとする。 

訓練期間 定 員 

３か月 ２０人～３０人 

４か月(企業実習付訓練) １５人 

 (2) 訓練内容 

  ア 事務職員として必要な能力を身に付けるために、複数の教科を組み合わせた科 

   目構成とする。 

   (ｱ) ＰＣ基礎 

   (ｲ) 人事労務の基礎 

   (ｳ) 営業事務 

   (ｴ) 簿記科目（日商簿記検定３級相当） 

   イ 就業体験の少ない訓練生に対する支援科目 

   (ｱ) 社会人マナー 

   (ｲ) 社会人講話など 

   ウ 必要な職場見学、職場実習、会社説明会などを行う。 

     エ 就職に必要なデジタルリテラシーを実践により習得するため、別添の「ＤＸリテ 

       ラシー標準の項目の一覧」に該当する内容を含むカリキュラムを設定し、「デジタ 

       ルリテラシーを含むカリキュラムチェックシート」（別紙様式）を提出する。 

  オ その他必要な訓練科目を加えることができる。 

 (3) 選考での留意事項 

   ア 受講の動機などを把握し、講座終了後直ちに就職できる状況にある者を優先する。 

   イ 就職意欲に欠け、私用欠席が見込まれる者や、単に資格取得のみを目的とする者 

     を選考しないよう考慮すること。 
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令和６年度就職支援訓練業務委託分野別仕様書（情報ビジネス分野） 
 

１ 分野の概要 

多くの職場で使用されているパソコンの代表的なアプリケーションソフト（MOS 等）

の操作方法を習得し、就職するために必要な能力を総合的に身に付けさせることが重要

な分野である。 

年齢・職歴等多岐にわたる受講生に対応し、就職に役立つ訓練科目を付加した各事業

者の創意工夫のある提案とすること。 

２ 訓練 

 (1) 講座定員 

 訓練期間等に応じ以下のとおりとする。 

訓練期間 定 員 

３か月 ２０人～３０人 

３か月（短時間） １５人～３０人 

４か月(企業実習付訓練) １５人 

 (2) 訓練内容等 

   ア 講座が対象とするパソコンスキルを明確にし、職場で必要とされるパソコンの操作や 

      代表的なアプリケーションソフト（MOS等）を使いこなす能力を身に付けられる科目構 

    成とする。 

   (ｱ) コンピュータ基本操作 

   (ｲ) Word、Excel、PowerPoint、Access 等 

   (ｳ) 試験対策科目（MOS スペシャリストレベル、MOS エキスパートレベル、日商 PC 

       レベル）など 

   イ 就業体験が少ない訓練生に対する支援を行う。 

   (ｱ) 社会人マナー 

   (ｲ) 社会人講話など 

   ウ ＩＴ入門者に対する支援を行う。 

   (ｱ) 自習環境の提供 

   (ｲ) 相談窓口の設置など 

   エ 必要な職場見学、職場実習、会社説明会などを行う。 

  オ その他必要な訓練科目を加えることができる。 

 (3) 選考での留意事項 

   ア 受講の動機などを把握し、講座終了後直ちに就職できる状況にある者を優先する。 

   イ 就職意欲に欠け、私用欠席が見込まれる者や、単に資格取得のみを目的とする者 

     を選考しないよう考慮すること。 

   ウ 面接時に求職者のパソコンスキルの把握に努める。 

   エ 講座が対象とするパソコンスキルを踏まえ、訓練の必要性が高い者を優先する。 
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令和６年度就職支援訓練業務委託分野別仕様書（情報処理分野） 
 

１ 分野の概要 

成長分野の一つとして、デジタル推進人材の育成に必要な分野である。 

年齢・職歴等多岐にわたる受講生に対応し、就職後直ちに役立つ情報処理技能を総合

的に身に付けさせ、情報処理分野に就職するために必要な資格を取得することが可能な

提案とすること。 

２ 訓練 

 (1) 講座定員 

    訓練期間等に応じ以下のとおりとする。 

訓練期間 定 員 

３か月 ２０人～３０人 

３か月（短時間） １５人～３０人 

      ４か月～６か月 １５人～２０人 

４か月～６か月(企業実習付訓練) １５人 

 (2) 訓練内容 

 講座が対象とするパソコンスキルを明確にし、資格取得を目指した訓練内容等を設 

 定する。 

   ア 情報処理分野に就職するために必要な資格の取得を目指す科目構成とする。 

    資格は、ＩＴスキル標準（ITSS）で定めるレベル１以上の資格（別添１：ＮＰＯ法

人スキル標準ユーザー協会が作成する「ITSS のキャリアフレームワークと認定試

験・資格とのマップ」に掲載されているもの。）に該当するものとする。 

  （例）ＰＨＰ初級、Ｐython３エンジニア認定、ＩＴ検証技術者レベル１など 

   イ 専門的な技術を体系的に取得できるようにする。 

   ウ 就業体験が少ない訓練生に対する支援を行う。 

   (ｱ) 社会人マナー 

   (ｲ) 社会人講話など 

   エ 必要な職場見学、職場実習、会社説明会などを行う。 

  オ その他必要な訓練科目を加えることができる。 

 (3) 選考での留意事項 

   ア 受講の動機などを把握し、講座終了後直ちに就職できる状況にある者を優先する。 

   イ 就職意欲に欠け、私用欠席が見込まれる者や、単に資格取得のみを目的とする者 

     を選考しないよう考慮すること。 

   ウ 面接時に求職者のパソコンスキルの把握に努める。 

   エ 講座が対象とするパソコンスキルを踏まえ、訓練の必要性が高い者を優先する。 
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令和６年度就職支援訓練業務委託分野別仕様書（ＷＥＢデザイン分野） 
 

１ 分野の概要 

成長分野の一つとして、デジタル推進人材の育成に必要な分野である。 

年齢・職歴等多岐にわたる受講生に対応し、就職後直ちに役立つ専門的なＩＴ技能を

身に付けさせ、ＷＥＢデザイン分野に就職するために必要な資格を取得することが可能

な提案とすること。 

 

２ 訓練 

 (1) 講座定員 

    訓練期間等に応じ以下のとおりとする。 

訓練期間 定 員 

３か月 ２０人～３０人 

３か月（短時間） １５人～３０人 

      ４か月・５か月 １５人～２０人 

４か月・５か月(企業実習付訓練) １５人 

 (2) 訓練内容 

講座が対象とするパソコンスキルを明確にし、ＷＥＢ制作やＷＥＢデザイン関係の

資格取得を目指した訓練内容等を設定する。 

   ア ＷＥＢデザイン分野に就職するために必要な資格の取得を目指した科目構成とする。 

    資格は、ＷＥＢデザイン関係の資格（別添２）に該当するものとする。 

  (例）ＷＥＢクリエイター能力検定試験、Ｗeb 検定、ウェブデザイン技能検定など 

  イ 専門的な技術を体系的に取得できるようにする。 

   ウ 就業体験が少ない訓練生に対する支援を行う。 

   (ｱ) 社会人マナー 

   (ｲ) 社会人講話など 

 エ 必要な職場見学、職場実習、会社説明会などを行う。 

   オ その他必要な訓練科目を加えることができる。 

 (3) 選考での留意事項 

   ア 受講の動機などを把握し、講座終了後直ちに就職できる状況にある者を優先する。 

   イ 就職意欲に欠け、私用欠席が見込まれる者や、単に資格取得のみを目的とする者 

     を選考しないよう考慮すること。 

   ウ 面接時に求職者のパソコンスキルの把握に努める。 

   エ 講座が対象とするパソコンスキルを踏まえ、訓練の必要性が高い者を優先する。 
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令和６年度就職支援訓練業務委託分野別仕様書(定住外国人向け介護初任者分野) 
 

１ 分野の概要 

介護分野は将来にわたり多くの人材が必要な分野であり、外国人人材の活用も含め、

県として政策的に人材育成に取り組んでいる。 

介護職員初任者研修の法定時間数を踏まえつつ、定住外国人の就職に役立つ訓練科目

を付加した各事業者の創意工夫のある提案とすること。 

２ 訓練の対象者 

  公共職業安定所に求職申込を行い、公共職業安定所長の受講指示又は受講推薦を受け 

 た者のうち、次のいずれにも該当する者とする。 

  (1) 身分に基づき我が国に在留する外国人（日本の国籍を有しない者（日本の国籍を取得した者を 

      含む。）をいう。） 

  (2) 一定限度の日本語能力を有するものの、就職支援訓練を受講する上で配慮が必要である者 

３ 訓練 

  (1) 講座定員 

    訓練期間に応じ、以下のとおりとする。 

  
訓練期間 定 員 

２か月・３か月 １５人 

  (2) 訓練内容  

   ア 県が規定する法定時間数（別紙）以上の介護に関する科目 

     原則として、法定の必修科目を欠課した者については、介護職員初任者研修の規定に 

        基づいて、補講を行う。 

    イ 必要な実習、見学会などを行う。 

     ウ 就職に必要なデジタルリテラシーを実践により習得するため、別添の「ＤＸリテ 

       ラシー標準の項目の一覧」に該当する内容を含むカリキュラムを設定し、「デジタ 

       ルリテラシーを含むカリキュラムチェックシート」（別紙様式）を提出する。 

   エ その他必要な訓練科目を加えることができる。 

  (3) 介護職員初任者研修事業の指定 

       ア 訓練生募集案内作成時までに福祉事務所の指定を受ける。 

     イ 指定後、指定番号を速やかにセンターに報告する。 

      なお、訓練生募集開始の２か月前までに、管轄する福祉事務所に指定申請書を提 

       出しなければならないとされているので留意する。 

  (4) 本人確認 

    入校後、戸籍謄本や住民票等などの公的書類により、訓練生の本人確認を行う。 

  (5) 職場見学等の実習先 

    ア 職場見学等を行う場合、原則として、各訓練生の通所経路が訓練実施施設より近隣 

      （交通費が安価）になるように実習先を割り振る。 

    実習先は、実習の１か月前までに割り振り、センターに実習先一覧表を提出し、確認を 

      受ける。 

    イ 訓練生の就職希望に即して、実習先、施設種別を選定する。 

    (6) 訓練生の日本語能力への配慮 

    訓練の運営に当たっては、通訳の配置やルビを付したテキストの使用など、訓練生 

   の日本語能力に配慮すること。  
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埼玉県介護職員初任者研修事業指定要綱による研修規定時間（介護職員初任者研修） 

科目・カ

リキュラ

ム番号 
    科目名   カリキュラム名 

規定時間数

１【見学等 
実習なし】 

【見学等 
実習あり】 

     備    考 

1 職務の理解   6 4   

2 
介護における尊厳の保

持・自立支援 
  9 9   

3 介護の基本   6 6   

4 
介護・福祉サービスの理

解と医療との連携 
  9 9   

5 
介護におけるコミュニケーション

技術 
  6 6   

6 老化の理解   6 6   

7 認知症の理解   6 6   

8 障害の理解   3 3   

9 

こころとか

らだのしく

みと生活

支援技術 

基本知識

の学習 

介護の基本的な考え方 2 2   

10 
介護に関するこころのしくみの基礎

的理解 5 5   

11 
介護に関するからだのしくみの基礎

的理解 5 5   

12 

生活支援

技術の講

義・演習

（この項目

は半分程

度、演習を

行うこと 

生活と家事 6 5   

13 快適な住居環境と介護 3 3   

14 
整容に関連したこころとからだのしく

みと自立に向けた介護 6 5   

15 
移動に関連したこころとからだのしく

みと自立に向けた介護 12 11   

16 
食事に関連したこころとからだのしく

みと自立に向けた介護 6 5   

17 
入浴、清潔保持に関連したこころと

からだのしくみと自立に向けた介護 6 5   

18 
排泄に関連したこころとからだのしく

みと自立に向けた介護 6 5   

19 
睡眠に関したこころとからだのしくみ

と自立に向けた介護 4.5 4.5   

20 
死にゆく人に関連したこころとからだ

のしくみと終末期介護 1.5 1.5   

21 
生活支援

技術演習 

介護過程の基礎理解 2 2   

22 総合生活支援技術演習 10 10   

23 振り返り     4 0   

24 
見学等実習 

特養等施設の見学等実習 0 6 介護施設での見学等の実習を行う場合はこころと

からだのしくみの生活技術の講演・演習や、職務の

理解、振り返りをここで行う。 
25 

訪問介護事業所やデイサービス等

での見学等実習 0 6 

26 修了評価     1 1   

  合計   131 131   
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令和６年度就職支援訓練業務委託分野別仕様書（大型自動車分野） 

 
１ 分野の概要 

自動車運送業界の人手不足に対応するため、自動車運送業界における大型自動車の運

転業務への就業を希望する求職者を対象として、大型自動車一種免許の取得及び自動車

運送業界での就労に必要となる知識等の習得を目指す訓練を実施する。 

当業務の受託は、自動車教習所の運営する事業者に限られるものではなく、下記３(2)

の訓練内容を再委託により実施することができるものであり、正規雇用に結びつく実践

的な講座の提案とすること。 

２ 訓練の対象者 

公共職業安定所に求職申込を行い、公共職業安定所長の受講指示（受講推薦は対象外）

を受けた者のうち、次のいずれかにも該当する者とする。ただし、（3）については、効率

的な訓練実施のため、対象者の所持する免許により制限して設定することも可能とする。 

  (1) 自動車運送業界の大型自動車の運転業務への就職を希望する者 

  (2) 直近の職歴において自動車運送業界での就業経験がない者（運転手以外の職種での 

     就業経験を含み、直近の離職から１年以上を経過している場合を除く。） 

  (3) 訓練受講の開始日時点で関係法令において大型自動車一種免許取得のための資格 

     を満たしている者（２１歳以上で、中型免許、準中型免許、普通免許又は大型特殊免 

     許を取得後通算して３年以上を経過している者）    

３ 訓練 

  (1) 講座定員 

訓練期間 定 員 

２か月未満 １５人以内 

  (2) 訓練内容 

    下記のアからエの内容を組み合わせた実践的な訓練とする。 

    ア 指定自動車教習所における大型自動車一種免許の学科及び実技（以下、「法定教 

       習」という。） 

    道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号）第９９条に基づく指定自動車教習所（以下、 

      「教習所」という。）において、必要に応じて委託先と当該教習所が委託契約を締 

       結の上、実施する。 

    イ 自動車運送業界への就職に必要となる知識・技能の習得 

    自動車運送業界において必要とされる「各種法令等の基礎」や「ＩＴスキル等」 など、 

       雇用に結びつく内容とする。 

    ウ 企業実習 

    １週間程度、自動車運送業の企業での実習を行う。実施時期は、前期アの法定教 

       習の前後は問わない。 

       なお、受入れ企業は、実際に大型自動車の運転業務に従事する者の採用ニーズがあ

る企業が望ましい。 

   エ 就職に必要なデジタルリテラシーの実践による習得 

    別添の「ＤＸリテラシー標準の項目の一覧」に該当する内容を含むカリキュラムを

設定し、「デジタルリテラシーを含むカリキュラムチェックシート」（別紙様式）を

提出する。 
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  (3) 企業実習独自の内容 

    ア 訓練が作業を伴う場合には、安全、衛生、その他の作業条件について、労働基準 

       法（昭和 22 年法律第 49 号）及び労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）の規定 

       に準ずる取扱いとする。 

    イ 時間外、夜間、泊まり込み等による訓練は実施しない。 

    ウ 訓練に関係のない業務に従事させない。 

    エ 訓練生に自動車の運転を行わせない。 

    オ 訓練生への金銭の授受は行わない。 

  (4) 訓練時間及び期間 

     下記ア及びイの合計により、訓練生ごとに総訓練時間数が異なることが想定され 

     るが、全訓練生の総訓練時間数が８０時間以上（法定を超える教習時間を含まない。） 

     及び期間は２か月未満とし、訓練開始日及び終了日等は同一とする。 

    ア 法定教習時間 

    訓練生が所持する自動車運転免許の種類ごとに定められる法定教習時間とする。 

    イ 法定教習時間以外の訓練時間 

    自動車運送業界への就職に必要となる知識の習得等の法定教習時間以外の訓練 

       時間数は、全訓練生同一時間数とする。 

  (5) 訓練生の選考における適性検査 

    訓練生の選考にあたり、委託先は大型自動車一種免許の取得要件である視覚等の適 

     性検査を実施すること。 

  (6) 訓練生の修了要件 

       総訓練設定時間の８０％以上を受講するほか、教習所を卒業する（道路交通法施行 

   規則の規定に基づく卒業証明書の発行を受ける）こと。 

  (7) 企業実習先の選定及び契約 

    ア 企業実習を行う場合、原則として、各訓練生の通所経路が訓練実施施設より近隣 

       （交通費が安価）になるように実習先を割り振る。実習の２週間前までに割り振り、 

        センターに実習先一覧表を提出し、確認を受ける。 

     イ 訓練生の就職希望に即して、実習先を選定する。 

    ウ 当該実習を開始する前までに、実習先企業と再委託契約を締結し、当該契約書の 

       写しをセンターに提出する。当該契約書には、実習内容、実習期間、実習時間、訓 

       練生の管理体制について明記する。 

   エ 訓練生の個人情報の取扱いに当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成15年 

     法律第57号）第６６条、第６７条、第１７６条及び第１８０条の適用を受けることを 

    実習先企業に説明し、業務の適正な履行を求めること。 

  (8) 訓練受講中の事故発生に備えた保険の加入 

    委託先は、訓練生を、職業訓練生総合保険に加入させる。 

       なお、当該保険の加入費用は、訓練生の自己負担とする。 

  (9) 訓練終了後の支援 

  委託先は、訓練終了後３か月を経過する日まで、免許取得に向けた支援や就職支援 

 を行うこと。 

４ 委託費に係る留意事項 

  (1) 委託費（提案金額）の積算 

    訓練に要する経費は実費の積み上げとし、教習所における費用は、一般の教習受講 
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     者と同額とする。また、訓練カリキュラムや委託額の積算等については、提案書提出 

     後、訓練生の募集開始日までに、県から厚生労働省への協議を行う必要があるため、 

     事業者は県の求めに応じて、資料等を提出するものとする。 

    なお、当該協議において、委託金額の減額を求められる場合がある。 

  (2) 委託費の支払い 

    ア 委託費の支払いは、訓練の修了者を対象とし、訓練生ごとに支払いの対象となる 

       かを確認後に支払う。 

    イ 中途退校した者であっても、総訓練設定時間の８０％以上を受講した者につい 

       ては支払い対象とすることができる。ただし、支払い対象は、中途退校日までに要 

       した自動車教習経費及び自動車教習以外の訓練に要した経費とし、自動車教習経費 

       の額は、一般の教習受講者と同様の精算方法により算出し、自動車教習以外の訓練 

    に要した経費の額は、受講した時間数を総訓練設定時間数で按分して算出する。 

      ウ 訓練生が中途退校したことにより委託費の対象とならなかった場合、委託先は既 

        に発生した教習費用等を、当該中途退校した訓練生に請求することはできず、委託 

       先の負担となることに留意すること。 

  (3) 訓練生の自己負担額 

       基本仕様書（各分野共通）に定めるもののほか、下記の経費も訓練生の自己負担とし、 

      委託費に含めることはできない。 

    ア 前記３(5)の適性検査料 

    イ 運転教習に要する費用のうち、修了（卒業）検定の再検定料、仮免許の再検定料、 

       写真代及び教本代 

  ウ 指定教習所において法定の教習時間を超える教習が必要となった場合、当該超過 

     時間に要する費用 

  (4) その他 

    ア 教習所を運営しない事業者が当該業務を受託した場合、前記３(2)の学科及び実技 

       は、教習所を運営する事業者に再委託するものとする。 

    イ 本訓練の修了者について、大型自動車一種の運転手としての自動車運送業界の 

        運転業務への就職率が８０％未満の場合、原則として、委託先の次の受託は一定期 

        間不可とする。 
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令和６年度就職支援訓練業務委託分野別仕様書（その他分野） 

 
１  分野の概要 

 幅広い求職者を対象として、就職するために必要なスキルを身に付けさせることが重要 

な分野である。 

年齢・職歴等多岐にわたる受講生に対応し、各事業者のノウハウや多くの経験に基づき、 

就職に役立つ訓練科目を付加した各事業者の創意工夫のある提案とすること。 

２ 訓練 

  (1)  講座定員 

      訓練期間等に応じ以下のとおりとする。 

訓練期間 定 員 

 ２か月・３か月 １０人～３０人 

 ４か月・５か月 １０人～２０人 

４か月(企業実習付訓練) １５人 

 (2) 訓練内容 

    ア  就職する分野や職種等を明確にし、職場で必要とされる能力を身に付けられる科目構 

     成とする。 

    イ 就業体験が少ない訓練生に対する支援を行う。 

   (ｱ) 社会人マナー 

   (ｲ) 社会人講話など 

   ウ 必要な職場見学、職場実習、会社説明会などを行う。 

    エ 就職に必要なデジタルリテラシーを実践により習得するため、別添の「ＤＸリテ 

       ラシー標準の項目の一覧」に該当する内容を含むカリキュラムを設定し、「デジタ 

       ルリテラシーを含むカリキュラムチェックシート」（別紙様式）を提出する。 

  オ その他必要な訓練科目を加えることができる。 

(3) 選考での留意事項 

   ア 受講の動機などを把握し、講座終了後直ちに就職できる状況にある者を優先する。 

   イ 就職意欲に欠け、私用欠席が見込まれる者や、単に資格取得のみを目的とする者 

     を選考しないよう考慮すること。 

 



 

追加仕様書（ひとり親応援講座） 

 

 この仕様書は、ひとり親家庭の母等を対象とする追加訓練科目（以下「ひとり親応援

講座」という。）」の仕様書である。 

 ひとり親応援講座の実施に当たっては、「令和６年度就職支援訓練業務委託基本仕様

書」（以下「基本仕様書」という。）及び「令和６年度就職支援訓練業務委託分野別仕様

書」に加え、この仕様書によるものとする。 

 なお、ひとり親応援講座は、託児サービスを必ず付加しなければならない。 

 （「追加仕様書（託児サービス）」を参照） 

１ ひとり親応援講座の目的 

就労経験が乏しいため、通常の訓練のみでは早期に就職が難しいひとり親家庭の母

等に対して、訓練期間内に就職支援に係る追加科目を履修させることにより、早期に

職業的自立の促進を図ることを目的とする。 

２ 訓練対象者 

公共職業安定所に求職申込みを行い、公共職業安定所長からひとり親家庭の母等の

区分により受講指示等を受けた者とする。 

３ 優先枠の数 

ひとり親応援講座は、講座定員の２分の１の範囲内において、優先枠を設けて実施する。 

訓練対象者の入校者数が優先枠を下回り、他に応募者がいる場合は、優先枠の残数

に他の応募者を入校させることができる。 

４ 委託する業務 

 (1) ひとり親応援講座の実施 

 ア 内容 (裏面の別紙参照） 

  基本仕様書の就職支援の内容と重複がないよう整合性を持って設定する。 

 (ｱ)  地域における雇用失業情勢、ひとり親家庭の母等を取り巻く雇用の状況に関 

    する理解を深めるもの。 

 (ｲ) 企業が求める人材像の理解を深めるもの。 

 (ｳ) 就職に必要なビジネスマナーを習得させるもの。 

 (ｴ) 自己の職業適性等の理解を促進させるもの。 

 (ｵ) 企業の就業現場の理解を促進させるもの。 

 イ 時限数  

 (ｱ) 訓練期間中の通常の時間内に計１８時限を実施する。 

 (ｲ) 半日又は１日を単位として実施する。ただし、連続して実施する必要はない。 

 (ｳ) 訓練の進捗や就職関連科目の実施状況を踏まえて実施する。 

 (ｴ) 訓練対象者以外の訓練生とは、別の教室で実施する。 

 訓練対象者以外の訓練生に対しては、演習等の別科目を実施する。基礎科目、 

  就職支援（キャリアコンサルティングを除く。）は、実施しない。ただし、訓 

  練対象者が不利にならないよう留意する。 

   ウ その他 

 (ｱ) ひとり親応援講座は、訓練対象者は必修とし、欠席の場合は補講を行う。 

 (ｲ) 訓練対象者以外の訓練生のうち、訓練実施施設が当該科目の受講が適当と認める者、

又は本人が希望する場合には、ひとり親応援講座を受講させることができる。 

 (2) ひとり親応援講座の実施に伴う業務 

   ア ひとり親応援講座を実施する日は、指導日誌を別葉とし、各々に記入する。 

   イ 欠席者に対する補講記録を整備する。 

     ウ  訓練終了後、ひとり親応援講座の実施状況報告書を作成し、完了報告時に提出する。 

【資料６】



 

                             

別紙 

 

◆ひとり親応援講座の内容例（各回６時限相当） 
 

１回目 

 

 

 

 

 

科 

 

目 

●入校の動機を明確にする 

 

 

 

 

●就職活動の心構え 

 

 

 

●自分について考える 

 （客観的な振り返り） 

 

 

 

 

 

 

内 

 

容 

 

 

 

 

 

・アイスブレイク（自己紹介） 

・「入校のきっかけ、動機」 

・「○か月間の目標、修了後の目標」 

・プラス思考の大切さを認識する 

 

・就職活動での重要な 2つの作業の確認 

 ①客観的振り返り→履歴、職務経歴書 

 ②主観的な振り返り→自己ＰＲ 

 

・経験の棚卸し 

・経験から自分の強みについて考える 

 

２回目 

 

 

 

科 

 

目 

●コミュニケーション 

 

 

 

 

 

●自分について考える 

 （主観的な振り返り） 

 

 

内 

 

容 

 

・コミュニケーションの大切さを考える 

・聴くことの大切さを考える 

・ビジネスマナー 

・ことばのマナー 

・電話応対と実践練習 

 

・経験から自分の性格について考える 

 自己ＰＲの考え方を知る 

 

 

３回目 

 

 

科 

 

目 

 

 

●自己分析 

 

●自己ＰＲの作成、発表 

 

●就職活動に必要な情報を整理する 

 

 

 

 

 

内 

 

容 

・自己分析のまとめ 

 

・自己ＰＲの発表 

 

・就業形態の確認 

・働く条件 

・就職情報収集、サポート機関等 

 

 

 
 
 
 
 
 



 

追加仕様書（託児サービス） 

 

 この仕様書は、訓練生に託児サービスを提供する場合の仕様書である。 

 託児サービスを付加した訓練については、「令和６年度就職支援訓練業務委託基本仕様書」

及び「令和６年度就職支援訓練業務委託分野別仕様書」に加え、この仕様書によるものとする。 

１ 託児サービスの目的 

就学前の児童を保育する訓練生に対し、訓練受講に必要な範囲で託児サービスを提

供する。 

２ 託児サービスの利用対象者 

 就学前の児童の保護者（親権を行う者、未成年後見人その他の者で、児童を現に監護する者を 

  いう。以下同じ。）であって、職業訓練を受講することによって、当該児童を保育することがで 

  きない者、かつ、同居親族その他の者が当該児童を保育することができない者を対象とする。 

   なお、就学前の児童とは、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第４条において定める児童 

   のうち、就学前の児童とし、次の(1)又は(2)に分類される。 

  (1) 乳児：満１歳に満たない者 

   (2) 幼児：満１歳から、小学校就学の始期に達するまでの者 

３ 託児サービスの設定年齢 

  託児サービスの設定に当たっては、「２ 託児サービス利用対象者」のうち、(2)幼児を 

 原則としてすべての年齢を含むように設定する。ただし、近隣に受け入れ可能な託児施設が 

 無い等、やむを得ない場合は、一部の年齢のみを対象として差し支えない。 

４ 託児定員 

 ５人以下とする。 

 なお、児童の年齢ごとに受入可能人数が異なる場合は、あらかじめ内訳を明示する。 

５ 託児サービスの提供内容（保育内容）等 

 (1)  児童福祉法又は就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に 

   関する法律（平成 18 年法律第 77 号）に定める次のいずれかの施設において託児 

   サービスを実施すること。 

 ア 保育所（保育所型認定こども園を含む）（児童福祉施設の設備及び運営に関 

   する基準（昭和 23 年厚生労働省令第第 63 号）を満たしているものであって、 

   原則として、保育所で行われる一時預かり事業に限る。） 

 イ 小規模保育事業（家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成 26 年 

   厚生労働省令第 61 号）を満たしているものであって、原則として小規模保育事 

   業で行われる一時預かり事業に限る）。 

 ウ 家庭的保育事業（家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を満たして 

   いるものであって、原則として家庭的保育事業で行われる一時預かり事業に限る。） 

 エ 幼保連携型認定こども園（幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設 

   備及び運営に関する基準（平成 26 年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第 1号） 

   を満たしているものであって、原則として幼保連携型認定こども園で行われる 

   一時預かり事業に限る。） 

 オ 認可外保育施設（幼稚園型認定こども園及び地方裁量型認定こども園を含む 

   認可外保育施設指導監督基準（平成 13 年 3 月 29 日付け厚生労働省令雇用均等・ 

  児童家庭局長通知雇児発第 177 号）を満たしているものに限る。） 

 カ 一時預かり事業を行う施設（児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）

に規定する基準を満たしているものに限る。） 



 

 (2)  授乳・補水補助については託児サービス提供内容に含むものとするが、食事等 

    の補助については、託児サービス提供機関等と協議の上、託児サービス提供内容 

    に含むものとするか否かを決定すること。 

    なお、託児サービス提供内容については、訓練開始前までに必ず書面において 

     訓練生に周知すること。 

 (3) 託児サービス提供機関自らが、託児中の事故等に備え、保育を受ける児童及び 

     保育者の双方を対象とした傷害保険、賠償責任保険等に加入すること。 

 (4) 児童福祉法等の関係法令及び通知を遵守すること。 

 (5) 都道府県等が別途基準を定めている場合は、これを遵守すること。 

６ 託児サービスの提供方法 

 次のいずれかの方法により託児サービスを提供すること。 

 (1) 施設内託児サービス 

    委託訓練を実施する機関（以下「訓練実施場所」という。）の施設内において、 

    委託先機関自らが又は委託により、託児サービスを提供すること。 

 (2) 施設外託児サービス 

    訓練実施場所の施設外において、委託先機関自らが又は委託により、託児サービスを 

  提供すること。 

    また、施設外託児サービスの場所（以下「託児施設」という。）は、原則１か所とし、 

  訓練実施場所から半径１㎞以内の通所可能な距離にある場所とする。ただし、１㎞以内に 

    受け入れ可能な託児施設が無い等、やむを得ない場合は、通所可能な適切な距離にある 

    場所であること。 

７ 託児サービスの提供日時 

  (1) 託児サービスの提供は、訓練生（保護者）の訓練日時に送迎の時間等を考慮して設定する。 

  (2) 訓練生の欠席日には、託児サービスを利用することはできない。ただし、訓練生が次の 

       いずれかに該当する場合は、利用可能とする。 

   ア 就職試験を受ける場合 

   イ インフルエンザ等感染症に罹患し、療養が必要と認められた場合 

   ウ 裁判員等に選任され、裁判等に出席する場合 

  なお、訓練生（保護者）の依頼がある場合、自己負担により保育時間の延長 

等を行うことができる。 

８ 訓練生の自己負担額 

  (1) 託児サービスは、原則として無料とする。 

  (2) 託児サービスに含まれない食事・軽食（ミルク、おやつを含む）代、おむつ代 

     等の実費分に限り、県と協議の上、自己負担とすることができる。 

  なお、あらかじめ明示のない費用については無料とする。 

  (3) 委託先は、自己負担の内容・金額等について、入校説明会で利用希望者に説明する。 

９ その他 

  (1) ひとり親応援講座を付加する場合は、託児サービスを必ず付加しなければならない。 

  (2) 提案は、提供予定の託児サービスについて託児施設と具体的に調整した上で行う。 

  (3) 採択後に提案した託児サービスが提供できないことがないよう、特に注意する。 

  (4) 採択後に託児サービスの中止、内容の変更は、原則として行えない。 

  (5) やむを得ず変更の必要が生じた場合は、速やかにセンターと協議する。 

  (6) 訓練期間中は、託児サービス利用者、託児施設と連絡をとり、託児サービスの 

     実施状況を随時把握するとともに託児サービスに関して必要な事務を行う。 

  (7) 託児サービスの提供状況等について、「託児サービス日誌」を作成し、提出する。 

  (8) 託児サービスを中止する場合は、契約予定事業者の選定を取り消す場合がある。 



 

追加仕様書（企業実習付訓練） 
 

 この仕様書は、委託訓練活用型デュアルシステム（以下「企業実習付訓練」という。）

の仕様書である。 

 企業実習付訓練の実施に当たっては、「令和６年度就職支援訓練業務委託基本仕様書」

及び「令和６年度就職支援訓練業務委託分野別仕様書」に加え、この仕様書によるものとする。 

 

１ 企業実習付訓練の目的 

学科訓練及び実技訓練と、実習型訓練（事業主等への委託による企業実習）を組み

合わせて実施し、実践的な職業能力を習得させることで、早期の安定就労を図ること

を目的とする。 

２ 訓練対象者 

公共職業安定所に求職申込を行い、キャリアコンサルティングを受けた結果、当該

訓練が必要であると公共職業安定所長が認め、受講指示等を受けた者とする。 

３ 定員及び期間 

  定員１５人、訓練期間４～６か月とする。 

４ 訓練の構成 

以下の学科訓練及び実技訓練と実習型訓練で構成する。 

  (1) 学科訓練及び実技訓練の期間 

 学科訓練及び実技訓練は、５か月間以内とし、先行して実施する。 

 なお、訓練の１月目に訓練導入講習を実施する。 

  (2) 実習型訓練の期間 

 実習型訓練は、１か月以上で総訓練期間の２分の１を超えない範囲とする。 

５ 企業実習付訓練の内容 

  (1) 訓練導入講習 

    訓練受講の目的を明確化して就職意欲を喚起するとともに訓練生の職業能力を効果 

      的に高めるため、次の内容を２４時限以上６０時限の範囲で実施する。（アの内容は 

   必ず実施すること。） 

    なお、基本仕様書５(2)ウの(ｱ)マナー接遇、(ｳ)就職セミナー、企業説明会等及 

   び(ｴ)求人情報の提供については、訓練導入講習で同様の内容を実施する場合は、 

     不要とする。 

    ア 当該委託訓練の修了後に予想される就職先の職種について、関係事業所を訪 

        問しての現職従事者との意見交換、模擬実習体験等を行わせるなど、当該職種 

        の職業体験機会を提供するもの(単なる事業所見学とならないよう留意すること。) 

 イ 当該委託訓練の修了後に予想される就職先の職種に関する求人、労働条件、 

  必要な免許・資格・実務経験等、雇用の状況に関する理解の促進に資するもの 

 ウ 当該委託訓練の修了後に予想される就職先の職種について、企業が求める人 

  材像の理解の促進に資するもの 

 エ 職業に必要なビジネスマナーの向上に資するもの 

 オ 当該委託訓練の受講意欲の喚起に資するもの 

  (2) 実習型訓練 

  ア  学科訓練及び実技訓練で習得した知識・技能をもとに、実際の職場において、 

    より実践的な能力の習得を図る訓練内容とする。 

  イ  実習型訓練を行う企業（以下「実習先企業」という。）は、キャリアコンサルテ 



 

    ィングの結果を踏まえるとともに、可能な限り訓練生の通所に配慮した企業とする。 

 ただし、原則として、学科及び実技訓練の委託先とは別の企業とする。 

  ウ  訓練が作業を伴う場合には、安全、衛生、その他の作業条件について、労働基準法 

    （昭和22年法律第49号）及び労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）の規定に 

     準ずる取扱いとする。 

  エ 時間外、夜間、泊まり込み等による訓練は実施しない。ただし、就職を想定する 

   職種の通常の勤務形態がある場合は、県との協議により訓練時間等を設定すること 

    ができる。 

  オ 訓練に関係のない業務に従事させない。 

  カ 訓練生に自動車の運転を行わせない。 

  キ 訓練生への金銭の授受は行わない。 

  (3) 能力評価の実施 

 次のとおり訓練生の能力評価を実施する。 

 なお、「基本仕様書」の５(2)ウ(ｲ)キャリアコンサルティングの説明にかかわらず、 

 実習型訓練実施中は、キャリアコンサルティングを実施する必要はない。 

  ア 委託先は、ジョブ・カード制度における「職業能力証明（訓練成果・実務成 

    果）シート」（様式３－３－１－１）（以下、「職業能力証明シート」という。） 

    を作成し、実習の開始前までに訓練生に提示する。 

  イ 訓練生に、実習の修了日までに自己評価を完了し、記入した職業能力証明シート 

    を実習先企業に提出させる。 

  ウ 実習先企業に、訓練生の能力評価を行わせ、記入した職業能力証明シートを 

    委託先に提出させる。 

  エ 委託先は、実習先企業による評価が記入された職業能力証明シートを訓練修了者 

    に渡す。 

  オ 委託先は、職業能力証明シートの写しをセンターに提出する。 

６ 実習先との委託契約 

  委託先は、当該実習型訓練を開始する前までに、実習先企業と再委託契約を締結し、 

 契約締結後当該契約書の写しをセンターに提出する。 

  当該契約書には、実習内容、実習期間、実習時間、訓練生の管理体制について明記する。 

 訓練生の個人情報の取扱いに当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成15年 

法律第57号）第６６条、第６７条、第１７６条及び第１８０条の適用を受けることを 

実習先企業に説明し、業務の適正な履行を求めること。 

７ 訓練受講中の事故発生に備えた保険への加入 

  委託先は、訓練生を、職業訓練生総合保険に加入させる。 

なお、当該保険の加入費用は、訓練生の自己負担とする。 

８ その他 

企業実習付訓練を付加した場合、ひとり親応援講座は付加できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

追加仕様書（就職氷河期世代応援講座） 

 

 この仕様書は、入校選考において就職氷河期世代を対象とする優先枠（以下「就職氷

河期世代応援講座」という。）」に関する仕様書である。 

 就職氷河期世代応援講座の実施に当たっては、「令和６年度就職支援訓練業務委託基

本仕様書」（以下「基本仕様書」という。）及び「令和６年度就職支援訓練業務委託分野

別仕様書」に加え、この仕様書によるものとする。 

 

１ 就職氷河期世代応援講座の目的 

  就職氷河期世代とは、雇用環境が厳しい時期に就職活動を行ったため、希望する就

職が困難となり、現在も、正規就労を希望しながらも不安定な就労状況、又は無業の

状態にあるなど、様々な課題に直面している方々を想定している。このため、これら

の方々に対し、入校選考において一定の優先枠を設け、職業訓練による能力開発を行

い、早期の安定就労を図ってもらうことを目的とする。 

２ 訓練対象者 

公共職業安定所に求職申込みを行い、公共職業安定所長から受講指示等を受けた者

のうち、次の(1)～(3)のいずれにも該当する方 

(1) １９７０（昭和４５）年４月２日から１９８５（昭和６０）年４月１日までに生まれた方 

(2) 過去１年以内に正規雇用労働者として雇用されたことがない方 

(3) 正規雇用の就労を希望する方 

３ 優先枠の数 

就職氷河期世代応援講座は、講座定員の２分の１の範囲内において、優先枠を設けて実

施する。 

訓練対象者の入校者数が優先枠を下回り、他に応募者がいる場合は、優先枠の残数

に他の応募者を入校させることができる。 

４ 応募者がひとり親応援講座にも該当する場合 

  応募者が、ひとり親応援講座と就職氷河期応援講座のいずれにも該当する場合は、

ひとり親応援講座の枠での選考を優先する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

追加仕様書（短時間訓練講座） 
 

この仕様書は、短時間訓練講座の仕様書である。 

短時間訓練講座の実施に当たっては、「令和６年度就職支援訓練業務委託基本仕様書」

及び「令和６年度就職支援訓練業務委託分野別仕様書」に加え、この仕様書によるもの

とする。 

 

１ 目的 

 通常の訓練より１日当たりの訓練時間を短く設定した講座とすることにより、育児 

や介護時間等で長時間の訓練の受講が難しい者の受講機会を増やすことを目的とする。 

２ 対象者 

  次のいずれにも該当する者 

  (1) 公共職業安定所に求職申込みを行い、公共職業安定所長の受講指示等を受けた者 

  (2) 育児等により、１日当たりの職業訓練の受講時間に一定の配慮が必要と認められる、 

   下記に該当する者 

   ア 乳児、幼児又は小学校（義務教育学校の前期課程を含む。）に就学している子を 

     養育する者 

   イ 家族（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 

     (平成 3年法律第 76号）第２条第５号に規定する家族をいう。）を介護する者 

３ 訓練時間 

  １日当たり４時限（入校日、修了日は２時限） 

  概ね午前９時～午後２時３０分の間で設定する。 

４ 開講予定分野・訓練期間 

  (1) 分野：情報ビジネス、情報処理、ＷＥＢデザイン 

  (2) 訓練期間：３か月 

５ その他 

  (1)  託児サービスを必ず付加する。 

  (2)  ひとり親応援講座の付加は可能とする。 

  (3)  標記以外の事項については、基本仕様書及び分野別仕様書等の内容による。 
 

 
 
 


